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（１）審議概観

第168回国会において、本特別委員会に付託された法律案は、衆議院提出２件（うち

政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員長１件）であり、そのうち１件

を可決し、１件を継続審査とした。

また、本特別委員会に付託された請願はなかった。

〔法律案の審査〕

政治資金規正 政治資金規正法の一部を改正する法律案は、国会議員関係政治団体に

係る収支報告等について、登録政治資金監査人による政治資金監査の義務付け、支出

の明細を記載する金額の引下げ、少額領収書の公開等に関する特例制度を設けるとと

もに、総務省に政治資金適正化委員会を設置しようとするものである。委員会におい

ては、衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員長棚橋泰文君から

趣旨説明を聴取した後、本改正の意義と政治に対する国民の信頼確保策、収支報告の

特例制度の対象を国会議員関係政治団体に限定する理由と拡大の方向性、領収書の公

開について１万円を超える支出と１万円以下とで取扱いを異なることとした根拠、政

治団体の収支を政治家ごとに連結して公表する必要性、本改正により必要となる人員

体制、政治資金監査の在り方等について質疑が行われた。質疑を終局し、討論の後、

採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定した。

〔国政調査等〕

12月12日、第21回参議院議員通常選挙の執行状況及び選挙違反取締状況に関する件

について、増田総務大臣及び政府参考人から報告を聴いた。



（２）委員会経過

○平成19年９月10日（月）（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成19年12月12日（水）（第２回）

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

第21回参議院議員通常選挙の執行状況及び選挙違反取締状況に関する件について増田

総務大臣及び政府参考人から報告を聴いた。

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票

方法等の特例に関する法律及び最高裁判所裁判官国民審査法の一部を改正する法律案

（第166回国会衆第47号）（衆議院提出）について発議者衆議院議員佐藤茂樹君から趣

旨説明を聴いた後、同佐藤茂樹君及び同原田義昭君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕中村哲治君（民主）

○平成19年12月19日（水）（第３回）

特別委員長の辞任を許可し、補欠選任を行った。

○平成19年12月20日（木）（第４回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

政治資金規正法の一部を改正する法律案（衆第20号）（衆議院提出）について提出者

衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員長棚橋泰文君から趣旨説

明を聴き、同君、衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員長代理

石田真敏君、同野田佳彦君、同大口善德君及び増田総務大臣に対し質疑を行い、討論

の後、可決した。

〔質疑者〕中村哲治君（民主）、西島英利君（自民）、荒木清寛君（公明）、仁比聡

平君（共産）、又市征治君（社民）

（衆第20号）賛成会派 民主、自民、公明、社民

反対会派 共産

○平成20年１月15日（火）（第５回）

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票

方法等の特例に関する法律及び最高裁判所裁判官国民審査法の一部を改正する法律案

（第166回国会衆第47号）（衆議院提出）の継続審査要求書を提出することを決定した。



（３）議案の要旨

①成立した議案

政治資金規正法の一部を改正する法律案（衆第20号）

【 要 旨 】

本法律案は、政治団体の支出に係る収支報告の適正の確保及び透明性の向上のため、国

会議員関係政治団体に係る収支報告等について、登録政治資金監査人による政治資金監査

の義務付け、支出の明細を記載する金額の引下げ、少額領収書の公開等に関する特例制度

を設けるとともに、総務省に政治資金適正化委員会を設置しようとするものであり、その

主な内容は次のとおりである。

第一 国会議員関係政治団体の定義

国会議員関係政治団体とは、政党、政治資金団体及び政策研究団体以外の政治団体で、

次に掲げるものである。

一 国会議員又は国会議員になろうとする者が代表者であるもの

二 租税特別措置法に規定する寄附金控除適用政治団体のうち、国会議員若しくは国会

議員になろうとする者を推薦し、又は支持することを本来の目的とするもの

なお、政党の支部であって、国会議員に係る選挙区の区域を単位として設けられるも

ののうち、国会議員又は国会議員になろうとする者が代表者であるものは、国会議員関

係政治団体とみなすこととする。

第二 国会議員関係政治団体に係る領収書等の徴収、収支報告書の記載、提出等の特例の

創設

国会議員関係政治団体は、すべての支出について、領収書等を徴収しなければならな

いこととする。また、人件費を除く経費で１件１万円を超える支出について、収支報告

書に支出の明細を記載し、領収書等の写しを添付しなければならないこととする。

収支報告書の提出に際し、登録政治資金監査人の監査を受け、政治資金監査報告書を

併せて提出しなければならないこととする。

第三 登録政治資金監査人制度の創設

弁護士、公認会計士又は税理士は、登録を受け、登録政治資金監査人となることがで

きることとし、研修を修了した後、政治資金監査の業務ができることとする。なお、登

録政治資金監査人による監査報告書の虚偽記載に対しては、罰則を設けることとする。

第四 政治資金適正化委員会の設置

学識経験者の中から、国会の議決による指名に基づいて任命する委員５人によって構

成する、政治資金適正化委員会を総務省に設置し、収支報告書の記載方法に係る基本方

針の策定、収支報告書の政治資金監査マニュアルの作成、登録政治資金監査人の登録、

研修等の業務を行わせることとする。

第五 １万円以下の少額領収書等についての新たな公開制度

国会議員関係政治団体について、収支報告書を受理した総務大臣又は都道府県の選挙



管理委員会に対し、当該報告書に係る人件費を除く支出のうち、１件１万円以下の支出

に係る領収書等の写しの開示を請求することができるものとする。

開示請求を受けた総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、当該開示請求が権利の

濫用又は公序良俗に反すると認められる場合を除き、国会議員関係政治団体に対し、当

該請求に係る少額領収書等の写しの提出を命ずることとする。

第六 収支報告書の写しの交付請求等

収支報告書に関し、閲覧に加え、写しの交付を認めることとする。また、収支報告書

に併せて提出された領収書等の写しについて、総務大臣及び都道府県の選挙管理委員会

に保存義務を課すこととする。なお、収支報告書の要旨の公表又はインターネット等に

よる収支報告書の公表を、毎年、11月30日までに行うこととする。

第七 施行期日等

この法律は、平成20年１月１日から施行することとする。

なお、政治資金適正化委員会の設置については平成20年４月１日から、国会議員関係

政治団体の届出については平成20年10月１日から施行し、国会議員関係政治団体が提出

する収支報告書の記載事項、政治資金監査の義務付け及び少額領収書等の写しの開示に

関する規定は平成21年分の収支報告書及び少額領収書等から適用することとする。

また、国会議員関係政治団体に係る特例制度の実施後、３年を目途として、対象政治

団体の範囲の拡大等について検討を加えることとする。

②衆議院を通過し、参議院において継続審査となった議案

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用い

て行う投票方法等の特例に関する法律及び最高裁判所裁判官国民審査法の

一部を改正する法律案（第166回国会衆第47号）

【 要 旨 】

本法律案は、選挙及び最高裁判所裁判官の国民審査の公正かつ適正な執行を確保しつつ

開票事務等の効率化及び迅速化を図るため、衆議院議員及び参議院議員の選挙並びに最高

裁判所裁判官の国民審査に係る電磁的記録式投票機（いわゆる電子投票機）を用いて行う

投票方法等について、公職選挙法等の特例を定めるとともに、最高裁判所裁判官の国民審

査の期日前投票期間を衆議院議員総選挙の期日前投票期間と同一にするものである。


